
様式3

（単位：千円）

1,076,358,868 609,372 - - - 1,076,968,240 1,017,314,353 401,477 59,252,409 

3,330,713,065 の内数 8,216 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 3,330,721,281 の内数 3,329,392,599 の内数 688,254 の内数 640,427 の内数

23,779,151 6,415 - - - 23,785,566 22,116,686 5,736 1,663,143 

810,055,189 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 810,055,189 の内数 810,055,189 の内数 - の内数 - の内数

労災勘定  労働安全衛生対策費  労働安全衛生対策に必要な経費 22,007,960 6,415 - - - 22,014,375 20,366,582 5,736 1,642,056 

労災勘定  独立行政法人労働安全衛生総合研
究所運営費

 独立行政法人労働安全衛生総合研
究所運営費交付金に必要な経費

1,560,323 - - - - 1,560,323 1,560,323 - -

労災勘定  独立行政法人労働安全衛生総合研
究所施設整備費

 独立行政法人労働安全衛生総合研
究所施設整備に必要な経費

210,868 - - - - 210,868 189,781 - 21,087 

徴収勘定  保険給付費等財源労災勘定へ繰入  保険給付費等の財源の労災勘定へ
繰入れに必要な経費

810,055,189 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 810,055,189 の内数 810,055,189 の内数 - の内数 - の内数

1,010,129,739 579,945 - - - 1,010,709,684 956,639,114 395,740 53,674,829 

810,055,189 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 810,055,189 の内数 810,055,189 の内数 - の内数 - の内数

労災勘定
 保険給付費  保険給付に必要な経費 793,061,020 - - - - 793,061,020 750,826,098 - 42,234,921 

労災勘定  業務取扱費  保険給付業務に必要な経費 13,120,841 420,048 - - - 13,540,889 9,866,538 178,790 3,495,560 
労災勘定  職務上年金給付費年金特別会計へ

繰入
 職務上年金給付費の財源の年金特
別会計厚生年金勘定へ繰入れに必
要な経費

10,542,385 - - - - 10,542,385 10,425,856 - 116,528 

労災勘定  職務上年金給付費等交付金  職務上年金給付費等交付金に必要
な経費

8,244,969 - - - - 8,244,969 7,959,021 - 285,947 

徴収勘定  保険給付費等財源労災勘定へ繰入  保険給付費等の財源の労災勘定へ
繰入れに必要な経費

810,055,189 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 810,055,189 の内数 810,055,189 の内数 - の内数 - の内数

 ２　被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること 労災勘定  社会復帰促進等事業費  被災労働者等の社会復帰促進・援
護等に必要な経費

172,917,774 159,896 - - - 173,077,670 165,338,134 216,949 7,522,586 

労災勘定  独立行政法人労働者健康福祉機構
運営費

 独立行政法人労働者健康福祉機構
運営費交付金に必要な経費

9,048,644 - - - - 9,048,644 9,048,644 - -

労災勘定  独立行政法人労働者健康福祉機構
施設整備費

 独立行政法人労働者健康福祉機構
施設整備に必要な経費

3,194,106 - - - - 3,194,106 3,174,821 - 19,284 

徴収勘定  保険給付費等財源労災勘定へ繰入  保険給付費等の財源の労災勘定へ
繰入れに必要な経費

810,055,189 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 810,055,189 の内数 810,055,189 の内数 - の内数 - の内数

10,671,795 - - - - 10,671,795 10,026,373 - 645,421 

3,251,743,318 の内数 8,216 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 3,251,751,534 の内数 3,250,763,505 の内数 688,254 の内数 299,774 の内数

 １　労働時間等の設定改善の促進等を通じた仕事と生
活の調和対策を推進すること

労災勘定  仕事生活調和推進費  仕事と生活の調和の推進に必要な
経費

1,368,975 - - - - 1,368,975 1,004,997 - 363,977 

徴収勘定  保険給付費等財源労災勘定へ繰入  保険給付費等の財源の労災勘定へ
繰入れに必要な経費

810,055,189 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 810,055,189 の内数 810,055,189 の内数 - の内数 - の内数

 ２　豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること  労災勘定  中小企業退職金共済等事業費  中小企業退職金共済等事業に必要
な経費

2,255,436 - - - - 2,255,436 1,978,088 - 277,348 

 労災勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

118,349 - - - - 118,349 118,349 - -

 労災勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

29,517 - - - - 29,517 28,969 - 547 

雇用勘定  中小企業退職金共済等事業費  中小企業退職金共済等事業に必要
な経費

6,558,636 
- - - - 6,558,636 6,555,088 - 3,548 

雇用勘定  独立行政法人勤労者退職金共済機
構運営費

 独立行政法人勤労者退職金共済機
構運営費交付金に必要な経費

340,882 
- - - - 340,882 340,882 - - 

雇用勘定  独立行政法人雇用・能力開発機構
運営費

 独立行政法人雇用・能力開発機構
運営費交付金に必要な経費

24,926,941 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 24,926,941 の内数 24,926,941 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人雇用・能力開発機構
施設整備費

 独立行政法人雇用・能力開発機構
施設整備に必要な経費

1,959,998 の内数 8,216 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 1,968,214 の内数 980,627 の内数 688,254 の内数 299,332 の内数

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

2,045,927 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,045,927 の内数 2,045,927 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

40,562 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 40,562 の内数 40,120 の内数 - の内数 441 の内数

徴収勘定  保険給付費等財源労災勘定へ繰入  保険給付費等の財源の労災勘定へ
繰入れに必要な経費

810,055,189 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 810,055,189 の内数 810,055,189 の内数 - の内数 - の内数

徴収勘定  失業等給付費等財源雇用勘定へ繰
入

 失業等給付費等の財源の雇用勘定
へ繰入れに必要な経費

2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,412,714,701 の内数 2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数

436,038 - - - - 436,038 435,958 - 79 
2,414,801,190 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,414,801,190 の内数 2,414,800,748 の内数 - の内数 441 の内数

雇用勘定  労使関係安定形成促進費  安定した労使関係の形成促進に必
要な経費

436,038 
- - - - 436,038 435,958 - 79 .

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

2,045,927 の内数
- - - - 

2,045,927 の内数 2,045,927 の内数
- 

- の内数

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

40,562 の内数
- - - - 

40,562 の内数 40,120 の内数
- 

441 の内数

徴収勘定  失業等給付費等財源雇用勘定へ繰
入

 失業等給付費等の財源の雇用勘定
へ繰入れに必要な経費

2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,412,714,701 の内数 2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数

1,542,054 - - - - 1,542,054 1,488,448 - 53,605 

3,224,856,379 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 3,224,856,379 の内数 3,224,855,937 の内数 - の内数 441 の内数

 １　個別労働紛争の解決の促進を図ること 労災勘定  個別労働紛争対策費  個別労働紛争対策に必要な経費 771,023 - - - - 771,023 744,122 - 26,900 

雇用勘定  個別労働紛争対策費  個別労働紛争対策に必要な経費 771,031 - - - - 771,031 744,325 - 26,705 
雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修

機構運営費
 独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

2,045,927 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,045,927 の内数 2,045,927 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

40,562 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 40,562 の内数 40,120 の内数 - の内数 441 の内数

徴収勘定  保険給付費等財源労災勘定へ繰入  保険給付費等の財源の労災勘定へ
繰入れに必要な経費

810,055,189 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 810,055,189 の内数 810,055,189 の内数 - の内数 - の内数

徴収勘定  失業等給付費等財源雇用勘定へ繰
入

 失業等給付費等の財源の雇用勘定
へ繰入れに必要な経費

2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,412,714,701 の内数 2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数

29,800,091 
23,011 - - - 29,823,102 26,607,771 - 3,215,330 

78,969,747 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 78,969,747 の内数 78,629,094 の内数 - の内数 340,653 の内数

 １　労働保険適用促進及び労働保険料等の適正徴収を
図ること

徴収勘定  業務取扱費  労働保険適用徴収業務に必要な経
費

14,818,774 
22,991 - - - 14,841,765 12,784,859 - 2,056,905 

徴収勘定  業務取扱費  石綿健康被害救済事業に必要な経 8,846,000 - - - - 8,846,000 8,711,289 - 134,710 
徴収勘定  業務取扱費  労働保険適用徴収システムの最適

化実施に必要な経費
6,135,317 

19 - - - 6,135,336 5,111,622 - 1,023,714 

労災勘定  保険料返還金等徴収勘定へ繰入  保険料返還金等の財源の徴収勘定
へ繰入れに必要な経費

55,166,320 の内数 - - - - 55,166,320 の内数 55,044,124 の内数 - 122,196 の内数

雇用勘定  保険料返還金等徴収勘定へ繰入  保険料返還金等の財源の徴収勘定
へ繰入れに必要な経費

23,803,427 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 23,803,427 の内数 23,584,970 の内数 - の内数 218,457 の内数

3,805,719,554 6,555 - - - 3,805,726,109 2,178,051,423 - 1,627,674,685 
2,491,090,339 の内数 8,216 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,491,098,555 の内数 2,489,948,379 の内数 688,254 の内数 461,921 の内数

67,548,828 3,223 - - - 67,552,051 60,855,544 - 6,696,506 

2,414,801,190 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,414,801,190 の内数 2,414,800,748 の内数 - の内数 441 の内数

雇用勘定  職業紹介事業等実施費  職業紹介事業等の実施に必要な経 67,548,828 3,223 - - - 67,552,051 60,855,544 - 6,696,506 
雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修

機構運営費
 独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

2,045,927 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,045,927 の内数 2,045,927 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

40,562 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 40,562 の内数 40,120 の内数 - の内数 441 の内数

徴収勘定  失業等給付費等財源雇用勘定へ繰
入

 失業等給付費等の財源の雇用勘定
へ繰入れに必要な経費

2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,412,714,701 の内数 2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数

1,179,600,970 279 - - - 1,179,601,249 311,067,566 - 868,533,683 

2,491,090,339 の内数 8,216 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,491,098,555 の内数 2,489,948,379 の内数 688,254 の内数 461,921 の内数

雇用勘定  地域雇用機会創出等対策費  地域及び中小企業等における雇用
機会の創出等に必要な経費

1,179,600,970 
279 - - - 1,179,601,249 311,067,566 - 868,533,683 

雇用勘定  独立行政法人高齢・障害者雇用支
援機構運営費

 独立行政法人高齢・障害者雇用支
援機構運営費交付金に必要な経費

6,433,349 の内数
- の内数 - の内数 - の内数 - の内数 6,433,349 の内数 6,433,349 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人雇用・能力開発機構
運営費

 独立行政法人雇用・能力開発機構
運営費交付金に必要な経費

24,926,941 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 24,926,941 の内数 24,926,941 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人雇用・能力開発機構
施設整備費

 独立行政法人雇用・能力開発機構
施設整備に必要な経費

1,959,998 の内数 8,216 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 1,968,214 の内数 980,627 の内数 688,254 の内数 299,332 の内数

雇用勘定  独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構運営費

 独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構運営費交付金に必要な

42,395,744 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 42,395,744 の内数 42,395,744 の内数 - の内数 - の内数

 １　労働者の安全と健康が確保され、労働者が安心して
働くことができる職場づくりを推進すること

 １　迅速かつ適正な労災保険給付を行い、被災労働者
等の保護を図ること

 １　地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及
び雇用の安定を図ること

 　２　意欲あるすべての人が働くことができるよう、労働市場に
おいて労働者の職業の安定を図ること

 （１）　労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整
機能を強化すること

 （２）　雇用機会を創出するとともに雇用の安定を図ること

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【労働保険特別会計】

(所管）厚生労働省　労働保険特別会計

 政策評価体系 勘定 項 事項 歳出予算額 前年度繰越額 予備費使用額 予算総則の規定
による経費増額 流用等増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差引額

 １　公共職業安定機関等における需給調整機能の強化
及び労働者派遣事業等の適正な運営を確保すること

備考

 　１　労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備す
ること

 （１）　安全・安心な職場づくりを推進すること

 （２）　労働災害に被災した労働者等の公正な保護を行うとと
もに、その社会復帰の促進等を図ること

 （３）　勤労者生活の充実を図ること

 （４）　安定した労使関係等の形成を促進すること

 １　労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団
的労使関係のルールの確立及び普及等を図るとともに
集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図ること

 （５）　個別労働紛争の解決の促進を図ること

 （６）　労働保険適用徴収業務の適正かつ円滑な実施を図る
こと



様式3

（単位：千円）

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【労働保険特別会計】

(所管）厚生労働省　労働保険特別会計

 政策評価体系 勘定 項 事項 歳出予算額 前年度繰越額 予備費使用額 予算総則の規定
による経費増額 流用等増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差引額 備考

雇用勘定  独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構施設整備費

 独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構施設整備に必要な経費

573,117 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 573,117 の内数 410,970 の内数 - の内数 162,147 の内数

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

2,045,927 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,045,927 の内数 2,045,927 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

40,562 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 40,562 の内数 40,120 の内数 - の内数 441 の内数

徴収勘定  失業等給付費等財源雇用勘定へ繰
入

 失業等給付費等の財源の雇用勘定
へ繰入れに必要な経費

2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,412,714,701 の内数 2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数

130,735,870 - - - - 130,735,870 117,333,150 - 13,402,719 
2,491,090,339 の内数 8,216 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,491,098,555 の内数 2,489,948,379 の内数 688,254 の内数 461,921 の内数

 １　高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図
ること

雇用勘定  高齢者等雇用安定・促進費  高齢者等の雇用の安定・促進に必要
な経費

130,735,870 
- - - - 130,735,870 117,333,150 - 13,402,719 

雇用勘定  独立行政法人高齢・障害者雇用支
援機構運営費

 独立行政法人高齢・障害者雇用支
援機構運営費交付金に必要な経費

6,433,349 の内数
- の内数 - の内数 - の内数 - の内数 6,433,349 の内数 6,433,349 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人雇用・能力開発機構
運営費

 独立行政法人雇用・能力開発機構
運営費交付金に必要な経費

24,926,941 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 24,926,941 の内数 24,926,941 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人雇用・能力開発機構
施設整備費

 独立行政法人雇用・能力開発機構
施設整備に必要な経費

1,959,998 の内数 8,216 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 1,968,214 の内数 980,627 の内数 688,254 の内数 299,332 の内数

雇用勘定  独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構運営費

 独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構運営費交付金に必要な

42,395,744 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 42,395,744 の内数 42,395,744 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構施設整備費

 独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構施設整備に必要な経費

573,117 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 573,117 の内数 410,970 の内数 - の内数 162,147 の内数

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

2,045,927 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,045,927 の内数 2,045,927 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

40,562 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 40,562 の内数 40,120 の内数 - の内数 441 の内数

徴収勘定  失業等給付費等財源雇用勘定へ繰
入

 失業等給付費等の財源の雇用勘定
へ繰入れに必要な経費

2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,412,714,701 の内数 2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数

2,352,076,636 3,051 - - - 2,352,079,687 1,680,502,526 - 671,577,160 
2,414,801,190 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,414,801,190 の内数 2,414,800,748 の内数 - の内数 441 の内数

 １　雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活
動を容易にするための保障等を図ること

雇用勘定  失業等給付費  失業等給付に必要な経費 2,323,849,826 
- - - - 2,323,849,826 1,654,323,885 - 669,525,940 

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

2,045,927 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,045,927 の内数 2,045,927 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

40,562 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 40,562 の内数 40,120 の内数 - の内数 441 の内数

雇用勘定  業務取扱費  失業等給付業務に必要な経費 28,226,810 3,051 - - - 28,229,861 26,178,641 - 2,051,220 
徴収勘定  失業等給付費等財源雇用勘定へ繰

入
 失業等給付費等の財源の雇用勘定
へ繰入れに必要な経費

2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,412,714,701 の内数 2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数

75,757,250 - - - - 75,757,250 8,292,635 - 67,464,614 

42,395,744 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 42,395,744 の内数 42,395,744 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  就職支援事業費  求職者訓練受講支援給付等に必要
な経費

38,554,382 - - - - 38,554,382 5,827,627 - 32,726,754 

 認定特定求職者職業訓練奨励給付
等に必要な経費

25,202,324 - - - - 25,202,324 1,202,516 - 23,999,807 

雇用勘定  東日本大震災復旧・復興就職支援
法事業費

 東日本大震災復旧・復興に係る職業
訓練受講給付金等に必要な経費

7,178,053 - - - - 7,178,053 974,621 - 6,203,431 

 東日本大震災復旧・復興に係る認定
職業訓練実施奨励金等に必要な経

4,822,491 - - - - 4,822,491 287,870 - 4,534,620 

雇用勘定  独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構運営費

 独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構運営費交付金に必要な

42,395,744 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 42,395,744 の内数 42,395,744 の内数 - の内数 - の内数

60,601,361 4,628 - - - 60,605,989 50,373,248 343,751 9,888,988 
2,482,570,501 の内数 8,216 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,482,578,717 の内数 2,481,428,983 の内数 688,254 の内数 461,479 の内数

57,630,751 4,628 - - - 57,635,379 48,076,101 343,751 9,215,526 
2,482,570,501 の内数 8,216 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,482,578,717 の内数 2,481,428,983 の内数 688,254 の内数 461,479 の内数

 １　多様な職業能力開発の機会を確保すること 雇用勘定  職業能力開発強化費  職業能力開発の強化に必要な経費 57,630,751 4,628 - - - 57,635,379 48,076,101 343,751 9,215,526 
雇用勘定  独立行政法人雇用・能力開発機構

運営費
 独立行政法人雇用・能力開発機構
運営費交付金に必要な経費

24,926,941 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 24,926,941 の内数 24,926,941 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人雇用・能力開発機構
施設整備費

 独立行政法人雇用・能力開発機構
施設整備に必要な経費

1,959,998 の内数 8,216 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 1,968,214 の内数 980,627 の内数 688,254 の内数 299,332 の内数

雇用勘定  独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構運営費

 独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構運営費交付金に必要な

42,395,744 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 42,395,744 の内数 42,395,744 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構施設整備費

 独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構施設整備に必要な経費

573,117 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 573,117 の内数 410,970 の内数 - の内数 162,147 の内数

徴収勘定  失業等給付費等財源雇用勘定へ繰
入

 失業等給付費等の財源の雇用勘定
へ繰入れに必要な経費

2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,412,714,701 の内数 2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数

2,256,139 - - - - 2,256,139 1,606,547 - 649,591 

2,482,570,501 の内数 8,216 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,482,578,717 の内数 2,481,428,983 の内数 688,254 の内数 461,479 の内数

 １　若年者等に対して段階に応じた職業キャリア支援を
講ずること

雇用勘定  若年者等職業能力開発支援費  若年者等に対する職業能力開発の
支援に必要な経費

1,067,553 
- - - - 1,067,553 461,703 - 605,849 

雇用勘定  独立行政法人雇用・能力開発機構
運営費

 独立行政法人雇用・能力開発機構
運営費交付金に必要な経費

24,926,941 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 24,926,941 の内数 24,926,941 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人雇用・能力開発機構
施設整備費

 独立行政法人雇用・能力開発機構
施設整備に必要な経費

1,959,998 の内数 8,216 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 1,968,214 の内数 980,627 の内数 688,254 の内数 299,332 の内数

雇用勘定  独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構運営費

 独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構運営費交付金に必要な

42,395,744 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 42,395,744 の内数 42,395,744 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構施設整備費

 独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構施設整備に必要な経費

573,117 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 573,117 の内数 410,970 の内数 - の内数 162,147 の内数

徴収勘定  失業等給付費等財源雇用勘定へ繰
入

 失業等給付費等の財源の雇用勘定
へ繰入れに必要な経費

2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,412,714,701 の内数 2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数

 ２　福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等を
すること

雇用勘定  障害者職業能力開発支援費  障害者に対する職業能力開発の支
援に必要な経費

1,188,586 
- - - - 1,188,586 1,144,844 - 43,741 

徴収勘定  失業等給付費等財源雇用勘定へ繰
入

 失業等給付費等の財源の雇用勘定
へ繰入れに必要な経費

2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,412,714,701 の内数 2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数

714,471 - - - - 714,471 690,599 - 23,871 

2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,412,714,701 の内数 2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数

 １　技能継承・振興のための施策を推進すること 雇用勘定  技能継承・振興推進費  技能継承・振興の推進に必要な経費 714,471 - - - - 714,471 690,599 - 23,871 
徴収勘定  失業等給付費等財源雇用勘定へ繰

入
 失業等給付費等の財源の雇用勘定
へ繰入れに必要な経費

2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,412,714,701 の内数 2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数

13,417,970 68 - - - 13,418,038 10,654,893 - 2,763,145 
2,414,801,190 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,414,801,190 の内数 2,414,800,748 の内数 - の内数 441 の内数

13,417,970 68 - - - 13,418,038 10,654,893 - 2,763,145 

2,414,801,190 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,414,801,190 の内数 2,414,800,748 の内数 - の内数 441 の内数

雇用勘定  男女均等雇用対策費  男女労働者の均等な雇用環境等の
整備に必要な経費

13,417,970 68 - - - 13,418,038 10,654,893 - 2,763,145 

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

2,045,927 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,045,927 の内数 2,045,927 の内数 - の内数 - の内数

雇用勘定  独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備費

 独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

40,562 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 40,562 の内数 40,120 の内数 - の内数 441 の内数

徴収勘定  失業等給付費等財源雇用勘定へ繰
入

 失業等給付費等の財源の雇用勘定
へ繰入れに必要な経費

2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数 - の内数 - の内数 2,412,714,701 の内数 2,412,714,701 の内数 - の内数 - の内数

8,336,213,028 628,841 - - - 8,336,841,869 6,635,026,583 1,433,483 1,700,381,802 

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．下段<　>外書きは、複数政策に関連するもの（例：独立行政法人運営費交付金、特別会計へ繰入等）で、交付金や繰入れ財源の一部を用いて行われるものについて、
　　総額の「内数」で表記し、合計欄において本書きに含めている。

 ３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。
 ４．千円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合は「-」で表示している。

 合　　　　　　　計

 （３）　「現場力」の強化と技能の継承・振興を推進すること

 　４　男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てる
ことなどを可能にする社会づくりを推進すること

 （１）　男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事と
家庭の両立支援、パートタイム労働者と正社員間の均等・均
衡待遇等を推進すること

 １　男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事
と家庭の両立支援、パートタイム労働者と正社員間の均
等・均衡待遇等を推進すること

 　３　労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その
能力を十分に発揮できるような環境を整備すること

 （１）　多様な職業能力開発の機会を確保すること

 （５）　求職者支援制度の活用により、雇用保険を受給でき
ない求職者の就職を支援すること

 １　求職者支援制度の実施や職業訓練受講給付金の支
給等を通じ、雇用保険を受給できない求職者の就職を支
援すること

 （３）　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること

 （２）　働く者の職業生涯を通じた持続的な職業キャリア形成
への支援をすること

 （４）　失業給付等の支給により、求職活動中の生活の保障
等を行うこと


